
	   1	  

	  
	  
	  
	  
	  
	  

上海市における緑地価値の経済的分析	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  
	  



	   2	  

目次	  
第１章 序論	  
	   	   	   	   1-1	 研究の背景	 

	   	   	   	   	   	   	   	   	   	  社会的背景	 

	   	   	   	   	   	   	   	   	   	  学術的背景	 

	   	   	   	   1−2 研究の目的	 

	   	   	   	   1−3 研究の意義	 

第 2章 研究対象の概要	 

	 	 	 	 2-1	 上海公園歴史	 

	 	 	 	 2-2	 上海市の緑地計画	 

2-3 上海緑地の現状 
	 	 2-4 上海市近年整備した緑地公園の事例 
第３章	 既存研究	 

3-1	 緑地の経済学属性	 

3-2	 緑地の経済的評価手法	 

3-3 緑地の経済的評価事例	 

第４章	 ヘドニック法における経済	 

4-1 ヘドニックの基礎知識緑	 

	 	 	 	 	 	 	 4-1-1 ヘドニック・アフローチとは	 

	 	 	 	 	 	 	 4-1-2 公園整備の便益の変化	 

	 	 	 	 	 	 	 4-1-3 ヘドニック価格関数の推定	 

4-2 便益評価にあたっての有効性及び問題点	 

4-3 推計モデルの設定	 

4-4 説明変数の選定	 

4-5 分析の対象および範囲	 

4-6 推計結果の解釈	 

4-7 考察	 

第 5 章 CVM による緑地公園の経済価値	 

	 	 5-1	 CVM 調査の概念	 

	 	 5-2 公園緑地の経済的評価に関する既往研究	 

	 	 5-3	 CVM の経済原理	 

	 	 	 	 5-4 回答式の選択	 

	 	 5-５	 CVM の推定モデル	 

	 	 	 5-5-1 ランダム効用モデル	 

	 	 	 5-5-2 支払意志額関数モデル	 

	 	 	 5-5-3 生存分析	 

5-6 アンケート調査	 

	 	 	 5-6-1 予備調査	 

	 	 5-6-2 本調査	 

5−７支払意思額の推定	 

5−８CVM	 分析結果	 

5−９結論と考察	 

第 6 章	 終章	 

	 



	   3	  

第 1 章	 序論	 

	 

１−１	 研究の背景	 

	 

社会的背景	 

中国の経済発展に伴って人口や産業が都市へ集中し、都市化が進みつつある。都市化発展とと

もに、大都市地域における人口の高密度化が引き起こされ、環境、大気汚染など都市問題がま

すます深刻になっていき、経済と社会の発展にマイナス効果をもたらすことにもなる。こうし

た問題を解決するため、中国政府は都市化について 1978 年から研究し始め、都市区域面積や

人口の増加が顕著であるため、公園などの公共事業を実施するのが急務であると認識している。	 

近年、公共事業実施による効果として、経済発展の速度のみならず、自然環境の改善や、快適

性の向上等も重要となっている。公園緑地整備からもたらされる便益は主に、市民活動の場所、

景観の保護、大気汚染の緩和、ヒートアイランドの緩和、防災機能、レクリエーション機能で

ある。そのため、公園緑地を整備することは緑地に関する市問題を解決する方法として、非常

に有効な公共投資といえる。公共投資はその便益だけでなく、効率性も求められている。した

がって、公園緑地整備は客観的な指標によってその効率性が評価される必要がある。	 

中国では、公共投資による社会資本整備を着実に進めてきており、現在までに一定水準の

社会資本が形成されているが、日本と欧米先進国等と比べるとまだ低い水準である。豊かな国

土の形成のため、今後も着実な社会資本整備に対する国民の期待は高い。さまざまな便益の中

でも、近年、環境等に対する国民の関心が高まっている。その一方で、国民には公共事業のコ

スト意識と環境保全意識の高まりから、公共事業の効率性が低い、事業実施の決定過程が不明

確等の批判意識が生じている。よって、公共事業について透明性、客観性の確保や投資効果の

向上を図るべく、費用便益分析に関する研究等が推進されてきているところである。	 

	 

学術的背景	 

	 公共事業の実施がもたらす環境便益の評価手法として、仮想市場評価法（Contingent 
Valuation Method: CVM,以下、CVM と表記する）とヘドニック価格法が適用される事例が一般

的である。建設政策研究センター(1997)では、消費者余剰推定法、代替法、ヘドニック法、CVM

といった既存の代表的な便益評価手法について、理論的背景を踏まえた上で、適用上の長所、

短所等を洗い出しており、公園緑地の価値はヘドニック法や	 CVM	 で推定することができると

整理している。「環境政策大綱」に示されるとおり、社会資本整備は生活環境の改善や自然環

境の保全等と積極的に係わっている。これら環境への効果・影響が、一定の精度で評価可能な

らば、社会資本整備による環境改善効果や環境と社会資本本来の定量的な評価が可能となり、

事業実施の適否等に関する議論がより分かりやすく、より客観性の高いものになるであろう。	 

	 

	 

１−２研究の目的	 

	 

前述したとおり、中国の都市部では都市化に伴う社会資本整備の便益評価にあたり、環境等

の便益を評価する必要性が高まっている。本研究では、都市部における緑地の典型事例である

上海市における公園緑地を対象に、便益を貨幣価値で計測するヘドニック価格法と CVM を用い

て分析を行う。便益評価手法の選択基準としては、理論構造上の問題、統計処理上の問題等が

あげられる。本研究では、これらの諸点をヘドニック法と CVM についてそれぞれ具体的に検討

し、上海市の公園緑地の価値を推定することを目的とする。	 
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１−３研究の意義	 

政府が整備する社会資本は生活道路や下水道、都市公園等といった身近な施設から、高速

道路、ダム等多岐に及んでおり、それらの施設が提供する便益もさまざまである。さまざまな

便益の中でも、近年、環境等に対する国民の関心が高まっている。	 

環境の価値は大きく 2 つに分類される(栗山 1992)。1 つは「利用価値」、もう 1 つは「非利

用価値」である。利用価値とは、自然環境を直接的あるいは間接的に利用することによって得

られる価値のことであり、食料や木材の供給、水源の涵養、大気の浄化などが含まれる。利用

価値は、その多くが金銭価格を伴う市場財として取り扱われており、利用や消費にあたっては

相応の対価の支払いが求められる。市場財として取り扱われていない利用価値についても、金

銭単位への置き換えが実施された事例は多く、その価値を認識することは比較的容易である。	 

一方、非利用価値とは、自然環境を利用しなくてもそれを守ることによって発生する価値のこ

とである。現代の人が自然遺産を将来世代に残したいと考える場合、あるいは現在利用されて

いないが将来的に医薬品として利用される可能性がある生物の価値などがそれに該当する。非

利用価値については、経済社会において価値の一部、あるいは全部が無視されており、維持や

管理に向けた配慮が充分になされていない。たとえば、生物多様性の保全をめぐる状況は過去

数十年にわたって目立った改善はなく、むしろ悪化しているが、その背景にはこうした非利用

価値に対する配慮の欠如が潜んでいるのである。非利用価値の取り扱いは極めて深刻な課題で

あるが、これらを顕在化し、維持・管理に向けたインセンティブを整備するためのツールとし

て期待されたのが経済評価である。自然環境を経済的に評価する主たる意義は、非利用価値の

顕在化にあるといえる。	 

	 現在、中国の大都市である上海は、公共事業の実施が急務であり、それに対する期待も急速

に高まっている。その際、社会資本整備は生活環境の改善や自然環境の保全等と密接に係わっ

ており、これら環境への効果・影響の評価手法について検討し、非利用価値を含む公園緑地の

価値が評価される必要がある。本研究は上海市の整備した公園緑地の価値を CVM とヘドニック

法の両方で推定し、緑地の利用価値と存在価値を推定する。	 
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第 2 章	 上海市の公園緑地政策	 

	 

２−１	 上海の公園整備の歴史	 

19世紀の中国は、アヘン戦争敗北によって強制的に開港させられ、その後、イギリスを皮切

りに、フランス、アメリカ、ロシア、日本など当時の列強諸国が次々植民地地区を上海に建設

した。当時建設された租界公園は純粋に外国人に開放して、華人は立ち入り禁止とされたが、

中華民国17年（1928年）から順次中国人に開放されることになった。今日まだ残っている租界

公園は外灘公园（復興公園）、虹口公園（鲁迅公園）、顧家宅公園と兆丰公園(中山公園)である、

1949年に中華人民共和国が成立すると、植民地地区の租界公園は国有化され、都市公園となっ

た。しかし、上海では1990年まで実際の緑被率は低かった。当時上海市の緑被率は全国大都市

緑被率ランキングの後から3位、全国平均緑被率は35％、一人当たり緑地面積は6m２、上海市

緑被率は10％、一人当たり緑地面積は１m２であった。	 

1990	 年から経済の高度成長が続き、それに伴う都市整備も急速に展開され、さまざまな都

市問題を引き起こしてきた。特に、都心部のヒートアイランド現象が深刻なものとなった。こ

のような激変する都市環境の改善は上海市政府にとって緊急の課題となったが、上海市は、中

国近代で 1990 年代中ごろから市政府の主導で史上 大の緑地事業を開始した。その成果によ

り、緑地比率は、1980 年の 8.2％から 2014 年には 38.0％まで増加した。上海市は、1868 年に

初の公園である外灘公園が完成して以来、これまでに 141 の公園を建設した。そのうち、無料

開放されている公園の割合は 86.5％にのぼる。同時に、大規模公園については、緑地や樹木、

草花を単純に組み合わせる方式を改め、市独自のテーマ性、生態性、機能性を追求しながら建

設を進めてきた。	 

2001	 年、上海市政府は同市の都市計画局·緑化局·農業局の三局でまとめられた上海の「上

海市緑地システム計画（都市の緑の基本計画）」(2001)を策定し、2020	 年までの緑地整備の目

標を「都心部の緑地を 10	 平米／1 人に、緑地率 30％以上」と定めた。	 

	 

	 

２−２	 上海市の緑地計画	 

 
「上海市緑地システム計画」(2001)策定では、①継続的発展に寄与した人と自然の調和的生

態環境づくり	 ②大都市圏的発想のもと、「城と郷の一体的発展」をはかり、大都市の特性を

反映できる緑化体制の創出	 ③「以人為本（人々をもとに）」つまり市民の居住·暮らし·レク

リエーション機能の充実の三つの指針に基づいて行われた。そして生態的原則（生態系の健全

を目指し）、系統性原則（緑の系統（ネットワーク化）の健全）、多様性原則（生物多様性と植

物群落の多様性）、地帯性原則（地域の特徴にあった植物種の選択等）の４つの原則を挙げ、

緑地整備の基本方針とした。 
計画の内容（基本構成）は、郊外区域の大規模「生態林地」と、中心市街地の都市公共緑地

を核とし、市域内の「江」「河」「湖」「海」「路」「島」などに従い緑のネットワークを形成さ

せることが特徴である。また、緑のあり方としては「環：（複数の環状緑地帯）」、「楔：（中心

部に冷涼な空気を送る楔状緑地）」、「廊：（防護緑廊）」、「園：（都市公園）」、「林：（大規模林地）」

の５つの基本タイプとした。 
 

基本タイプのそれぞれは、以下のような特徴をもっている。 
� 「環」：都市中心部と郊外部を含めて総面積約２４２平方キロの緑地帯を環状に配置した。

環城林帯の主な機能は大都市の無秩序な拡大を防止することである。大量の緑地を計画
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して、人に潤いと安らぎを与えてくれるとともに、都市環境を改善して、市民の活動の

場所を提供しる。 
郊外環状線総長は約１８０キロメートルである。生態林と経済林を主として、環の両側

に幅約５００メートル、面積約１８０平方キロの森林帯を整備する。沿線の文化財・記

念物（史跡・名勝・天然記念物 ）・文化的景観・伝統的建造物群保存地区、観光資源、

観光農業、別荘などに応じて個性的な景観を生み出し。外環線総長は９８．９キロメー

トル。外環の外側に５００メートルの環城林帯を建設して、内側に幅２５メートル、総

面積約６２平方キロの緑地帯を計画した。 
� 「楔」：都市圏周辺から中心部に楔の形配置の緑地である。ヒートアイランド現象を緩和

して緑が多い郊外からの涼しい空気が都市部へ流れ込む「道」を整備する。楔形緑地は

桃浦、吴中路、三岔港、東沟、張家浜、北蔡、三林塘８地区で整備して、約６９．２２

平方キロである。 
� 「廊」：都市の道路、川、高圧線、鉄道、軌道および重要な市政パイプラインなどを保護

するため整備する緑廊である。総面積は約３２０平方キロである。１、川岸緑地：市政

府を管理される川は幅約２００メートル、他の川は約２５メートルから２５０メートル、

総面積約１８５平方キロの緑地を整備する。２、道路緑地： (1)高速道路の両側幅１００

メートル、主国道５０メートル、次国道２５メートル、総面積の約１２０平方キロ「緑

色の廊」という緑地を整備する。(2)中心市街地面道路と郊外高速道路、主国道、次国道

を連接する緑地を整備。道路整備を推進する中で道路景観の形成を考慮する。中心市街

地「緑色の廊」は：世紀大道、沪閔路－漕溪路－衡山路、虹橋路－肇嘉浜路、曹安－武

寧路、張楊路、楊高路などである。 
� 「園」：公園を主として、緑地，運動場等の公共広場を含む，生活環境において，日光，

空気，アメニティ(快適性)等の重要なる要素であり，社交，教育，レクリエーションの面

においても重要な場を提供する緑地である。計画は３の部分が主にあって、都市中心公

園緑地、近郊公園、郊外公園緑地三種類の緑地を整備する。総面積約２２１平方キロで

ある。 
 
	 国内外の都市公園緑地等級づけの標準に基づいて、上海市の実情を考慮し、上海公園緑地は

面積によって３級に分級されている。一級緑地の面積は 10.0 ヘクタール以上；２級の緑地面

積は 4.0-10.0 ヘクタール；３級の緑地面積は 0.3－4.0 ヘクタールとする。都市計画は各級の緑

地を均衡的に分布させ、500 メートル緑地を見ることができることを保証することを目標とし

ている。都心緑地計画の目標は 2005 年、内環 500 メートル共緑地を見ることができる。 2010
年は、外環５００メートル共緑地を見ることができる。2020 年、公共の緑地の総面積地は約

52 平方キロ総面積を建設し、36 ヶ所合計面積は 1.76 平方キロの２級緑地（4.0-10.0 のヘクタ

ール）を増やす；23 ヶ所合計面積面積は 7.55 平方キロの一級緑地（10 ヘクタール以上）を新

たに増やすことを計画する。 
	 都市近郊で総面積約 17 平方キロのテーマパークを整備する。 東郊：三岔港緑地、面積の約

3.8 方キロ；南郊：外環、黄楼周辺（原ディズニーランド選定敷地）面積の約 5.2 平方キロ。

閔行旗忠スポーツ公園は、面積は 3-5 の平方キロ 西郊：徐人鎮、面積の約 4 平方キロ。 北郊：

外環路北。面積の約４平方キロの緑地を整備する。 
首都圏への人口流入の動きが緩和して、郊外の居住性を高めるため、郊外一人当たりの公共

緑地は 12 平方メートル以上を計画して、公共緑地の総面積の約 92 平方キロ、鎮区緑被率を

40％以上とすると目指す。そして幅 50-100 メートル、総面積約 60 平方キロの保護林を計画す

る。 
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図 1上海市緑地整備図（上海市企画国土資源管理局より） 
 
 
２−３上海緑地の現状 

1949 年当時の１人平均緑地面積はわずか 0.132 平方メートルで、どうにか靴１足を投げ入ら

れる程度だった。1985 年 1 人当たりの緑地面積は、0.45 平方メートル前後で、ちょうど新聞

１ページ分ほどである。95 年になって、1.69 平方メートルまで増え、ベッドと同じ広さとな

った。この 10 年間において、緑化整備が飛躍的に展開されたことにより、年間に 1 人当たり

の緑地面積がほぼ１平方メートルずつ拡大してきた。今では市民１人ひとりが"緑の部屋"を持

てるまでになった。 
上海市統計年鑑によると、上海の１人平均緑地面積は 2014 年末までに 13.38 平方メートル

に達し、市全体の緑化率は 38.0％を超える。市区で進めてきた 500 メートルごとに大規模公共

緑地を建設するプロジェクトは現在、徐々に郊外へと拡大しつつある。上海の１人平均緑地面

積はすでに東京（11 ㎡）、大阪（５㎡）などの大都市を上回る。 
 

2－4 上海市において整備された緑地公園の事例 
広場公園（延中緑地ともいう）は、上海市の中心部にある延安中路高架橋周辺に位置し、上

海の中でも も地価の高い地域に位置する公共緑地である。緑地の位置づけは上記の城市緑化

規劃の「園」のタイプとなるが、事実上、この公園の整備は上海市の緑の基本計画の策定と土

地寸金」といわている上海都心一等地再建について、都市の環境質の向上や経済的なメリット

などについての議論、検討が市·区政府レベルで行われ、結果的に市と区の協議で都市の「熱

島」を「緑島」へ変換という構想がまとめられ、「緑への投資」が全面に打ち出されるように

なった。 
	 延中緑地は上海市で 初に整備された大規模緑地である。敷地計画は 1999 年からスタート

した。整備は三つの行政区の分担によって進められ、３期に区分された２年間の工事となった。

当時、経済の急成長を背景とした緑の基本計画がまとめられておらず、当初の構想では公園を

10ha の規模にすることとなっていたが、都市中心部のヒートアイランドの改善や緑空間への

需要が高まる中で市政府からの要請で何度も検討を繰り返された。その結果、元の計画の規模

の 10ha から順次に 15ha、20ha、23ha に変更され、さらに竣工時は 28ha の規模まで達した。

第一期（7.5ha）の工事は 2000 年 2 月に開始、同年 6 月に竣工し、オープン後高い評価を得

て、誘致圏の５km 以上離れたところからの利用者も少なくなかった。マスコミは「上海の緑

肺が呼吸開始」と報道し、市の気象部門も温度などを観測し、整備後の緑地周辺地区の昼間平

均温度が整備前より 0.6℃低くなり、公園のヒートアイランドの緩和効果があったと評価した。 
公園の整備に当たって、総投資額は 35 億元（525 億円に相当）、建設費は 800 ～ 1000 元

／㎡となったが、整備の 大な障壁は地域住民の他地域への移住を調整することであった。公
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園づくりのため元の住民１万世帯と 300 あまりの企業が別地区に移され、市政府から移され

た住民に１世帯にあたり本来の居住面積をもとに、1.2 ～ 1.8 万元／㎡の補助金を出した。こ

の緑への投資といった大きいプロジェクトの資金のほとんどは「住民移住」に費やされたこと

がデータから分かる。公園敷地は十字型高架橋や都市道路などに分断されていた状態であった

が、計画上はこの特性が活かされ、公園が７つの独立した緑地空間配置とされた。各緑地空間

の間に橋や歩道で繋がれ、動線の一体化が図られると同時に、渡橋などを活かした視点の高、

低変化も巧妙に取り組みられた。公園の主題は「藍と緑の交響曲」と設定されたが、７つの景

観特性の異なる緑地空間を「水（藍）」と「緑」の主体造景要素で統一し、「多様並行して行わ

れており、この公園の整備が基本計画の策定に大きな影響を及ぼした。 
広場公園の敷地はインフラ整備の遅れた地区で、整備前には密集した古い住宅と企業の混在

地であった。この地区の建物など施設の老朽化が顕在化していたため、市の「危房改建（危険

の構造物改造）」の重点地区に指定されていた。またこの地区はヒートアイランドが進んでい

る上海市中の も高温化したエリアとして記録された。1998 年に上海市政府による「改善城

市中心環境」といった都心部環境再建の方針が示され、1999 年に地区の環境改造が具体的な

問題として議論されるようになった。この延安中路高架橋周辺のエリアはちょうど上海市下の

行政区の境に当たり、「黄浦区」「静安区」「廬湾区」の三つの人口密度の高い行政区に属して

いる。「寸統一」的な景観形成が実現でき、社会から高いが得られた。この７つの緑地空間は

それぞれの景観性格を持ち、春の園、地質園、乾河園、芳草園、感覚園、自然生態園など市民

の多様なニーズにも対応できたと言われている利用の特徴も顕著である。公園工事竣工後、周

辺の不動産相場がさらに上昇した。また地下には 8500 ㎡の商業空間と広々とした駐車スペー

スがつくられ、都心部の空間の複合的利用の特徴も顕著である。公園工事竣工後、周辺の不動

産相場がさらに上昇した。当時の不動産データによって、延中緑地整備前後周辺不動産平均

150 元/m2(3500 円/ m2)、近くのオフィスビルの賃金は以前 7000 元/月（15000 円/月）から 10000
元/月(22000 円/月)になった。（新聞晨報	 2002 年 5 月 13 日	 記事より） 
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第 3 章	 公園緑地の経済的価値の評価	 

	 

３−１	 緑地の経済学的特性	 

	 	 環境価値を評価する手法として，旅行費用法，仮想評価法（Contingent	 Valuation	 Method;	 

以下「CVM	 」），およびヘドニック価格法が一般によく用いられ手法的改善も進められてきてい

るが，特に CVM とヘドニック価格法は自然環境価値の評価においてしばしば適用されている。	 

肥田野（1997）および、藤田ら（1995）公園緑地の便益の計測方法について検討している。	 

公園緑地の周辺居住者は便益を享受しうるが,都市公園緑地の有する機能によってもたらされ

る効果は,経済学的には外部経済効果である。緑地公園	 ·オープンスペースは、排除性

(Excludability)·競合性(Rivalry)	 が共に比較的低い準公共財(Impure	 Public	 Goods),すな

わち一般に公共財と呼ばれている。非排除性は財やサービスの利用料を支払わない人を利用か

ら排除できないことである。公園の利用については、普通の公園は無料であり非排除性は高く、

動植物園や歴史公園有料公園は利用者から料金を徴収するため、非排除性は低いといえる。非

競合性は財やサービスの利用者が増えても利用が妨げられないような性質である。公園緑地の

敷地内の利用については、散策したり遊んだり休憩したりする場合、ある程度の利用密度まで

は競合性は低いが、ベンチの数、芝生広場の収容可能性の限界があるので利用者が増えて過密

になってくる競合性が出てくる。さらに、環境保全機能を有する公園緑地は,より公共財的性

質を強めることになると考えられる。このように公園緑地のもたらす社会的便益が,その整

備	 ・維持・保全する社会的費用を上回るとすれば,政府等の介入により外部経済の内部化を図

る必要がある。公園を整備する際には、その地域における社会的厚生を高めることが計測でき

れば、便益と費用の比較とこれに基づく政策的意思決定への援用が可能となる。	 

公園緑地は市場で取引されない。そのため、通常の財やサービスのように、市場での売買価

格でその価値を測るのは不可能である。そこで、非市場財である、公園緑地のような環境質の

整備によりもたらされる便益を計測する代表的方法を、以下 3-2 節でいくつか取り上げ検討し、

その中から本研究に 適な方法を選択することとする。	 

	 

３−２	 緑地の経済的評価手法	 

	 	 研究手法の手法はいくつある、環境価値を評価する手法として，旅行費用法，仮想評価法	 

（Contingent	 Valuation	 Method;	 以下「CVM	 」），およびヘドニック価格法が一般によく用い

られ、手法的改善も進められてきている。特に CVM とヘドニック価格法は自然環境価値の評価

においてしばしば適用されている。	 

CVM は人々に環境質への直接支払意志額（その環境質を消費することに対し、いくらまでな

ら支払う用意があるか）を尋ね、その金額によりの便益を計測するものである。この方法は単

純でわかりやすく、適用できる環境質の幅が広い。しかし、個人が架空の市場を想定して主観

的に評価するため評価の客観性に欠ける。この方法は個人単位での細かい分析が可能な点で優

れているが、個人への聞き取り調査等によって行うため便益の評価精度が低く、また、対象と

なる財・サービスは個人の現実の行動を把握できるものに限られる。さらに、都市公園緑地の

4 機能のうち、レクリエーション機能、景観改善以外の機能と防災機能、生態系保全機能によ

る便益は測定できず、分析対象が限定的であるという問題点もある。	 	 

他の分析方法として、代理市場分析が考えられる。これは、非市場財である環境質の価値が

人々に認識されていれば、その価値が他の市場にも及ぶという、外部性の存在に注目した方法

である。他の手法に、ヘドニック・アプローチがある。これは、土地や住宅の価格を被説明変

数に、環境質の特性を示す要素を説明変数とする市場価格関数を推定し、環境質に関するパラ

メータの絶対値から、環境質の便益を計測するものである。この方法は、客観的な指標を用い
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た点で優れている。また、研究者が自由に説明変数に用いる要素を決定でき、関数推定が容易

かつ柔軟に行える点、環境改善プロジェクトが市町村などのごく小規模に留まり、影響範囲が

狭い（局地的である）場合、小規模な範囲の分析を総便益とみなせる点も、この手法の特長で

ある。さらに、パラメータの符号や有意性に着目することで環境質の充実度（不足か、過剰か

など）がわかり、推定結果の解釈が容易である点も、好ましいといえる。	 

実施コストの大きさや、公園緑地の 4 機能から得られる便益を客観的指標で評価するという

本研究の目的への適合を総合的に判断し、本研究では便益計測の方法として、ヘドニック・ア

プローチと CVM を用いることとした。しかし、ヘドニック方法は将来世代が享受する価値など、

人々が現在認識していない価値は価格に反映されないため、存在価値の遺産価値を計測できな

い。	 

	 

	 

３−３	 緑地の経済的評価の事例 
欧米では 1980 年代に入ってから仮想評価法（以下 CVM）を用いた研究が急速に広がって

いる。1989 年に Hanley は CVM を用いてスコットランドの Queen Elizabeth 森林公園レクレー

ションの価値を評価、自然資源と景観への支払意思額、森林ドライブと森林全体への支払意思

額を推計した。 
中国で、中国では邱慧・易欣（2012）が株洲の住宅地を対象に緑地を経済的に評価し、変数

としては 寄緑地距離、 寄緑地面積を用いている。その結果、線形モデルで 寄緑地距離の

みが有意となり、公園に近いことが住宅価格の上昇に寄与することを明らかにした。 
	 愛甲・崎山・庄子（2008）は札幌市の第一種・第二種住居専用地域を対象に、緑地に関する

説明変数に周辺緑被率、 寄公園の面積・距離、大規模公園の面積・距離を採用した結果、線

形モデルでは 寄公園面積の拡大、両対数モデルでは周辺緑地率の上昇がそれぞれ有意に地価

形成に寄与していることを示した。 
  陈瑾婷（2004）の「等高线 WTPの CVM評価モデル分析」によると、WTPが距離に関して

減衰する傾向を確認して、さらに客観的に、距離因子がWTPに与える影響を分析した。CVM
では、三江平原松花江流域を対象にして、環境価値が評価されている。 
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第 4 章	 ヘドニック法による公園緑地の経済的評価	 

	 

４−１ヘドニックの基礎知識	  
４−１—1 ヘドニック・アフローチの概念	 	 

	 Lancaster(1966)は,消費者の効用が商品そのものではなく、商品を構成するさまざまな性能

や機能などに依存していることを想定した消費者行動の理論的分析をおこなった。ある商品の

価格を様々性能や機能の価値の集合体(属性の束)とみなし,統計学における回帰分析のテクニ

ックを利用して商品価格を推定する方法である。	 

	 不動産の価値は住環境だけでなく、都心へのアクセス、建築後年数や面積等の建物の属性に

よって決定される。例えば、購入者は住宅を選択する際、住宅の品質だけでなく,駅までの距

離,学校や病院へのアクセス、買物の便利さ、公園または緑地へ距離も考慮する。建物の品質

（面積、築年数）が同じ住宅を購入する場合、購入者は価格が高くても環境が良い住宅を選ぶ。

この価格の差の中に環境の価値が反映されている。ヘドニック価格法は住宅の品質（面積、築

年数など）だけではなく、環境質の複数の属性が考えられるため、様々なデータを集めて統計

的な手法により環境のアメニティの価値を推定する手法である。その性能を規定する重要な要

素として住環境があり,	 住環境は土地利用規制によって差別化が行われるものと考えるこが

できる。	 

	 Rosen(1974)は商品の属性の束としての商品価格データがどのような市場メカニズムで発生

するのかを理論的に解明した 初の研究である。	 Tinbergen(1959)の提起による差別化された

生産物の市場均衡理論を発展させたものである。商品供給者のオファー関数(offer	 function),

商品需要者の付け値関数(bid	 function)およびヘドニック価格関数の構造との間の関係を厳

密に検討し,	 商品の市場価格を消費者および生産者の行動から特徴づけている。

Quigley(1982)はRosen	 以前の研究について,住宅のような商品と一般の商品との間の違いこ

とが指摘した。その問題について分析を試みている研究が存在するが,データ発生プロセスを

どのように記述するかという観点から見て,ヘドニック価格関数は正しく理解されていなかっ

たと言える。	 	 

	 

４−１−２公園整備の便益の変化	 

	 Rosen(1974)、およびOhta(1975)による研究、効用の概念とプロジェクトによる便益の関係

について明確にする必要がある。当該プロジェクトがどれだけ効用を上昇させいるかによって、

その増分を便益と定義する。	 

財・サービスの変化が微小な時	 

効用関数を として,この場合の便益 ,ここで貨幣尺度の1単位と対応させ

るため 以外の財を合わせ合成財 とし、この価格を１とし、効用は一定値 をとるので	 

	 

この時微小な変化であるとすれば、全微分すると	 

u u = u(x 0 , x1,...xn )

x 0 x u

u = u(x0, x) = u
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すなわち, を合成財と といプロジェクトによってのたらされる財・サービスの限界代替率

は となり の微小変化 は の合成財の減少と同値となる でわること

によって を単位とした効用となり、さらに の価格が１であるから、すなわちこれが の

貨幣尺度での便益となる.	 

財・サービスの変化が大きな時	 

プロジェクトによる財・サービスの価格や家計の所得が変わることになる。プロジェクトある

場合の価格 ,無しの場合の価格 とすれば。補償偏差（ ）と等価偏差（ ）	 

	 

	 

ある主体が所得制約のもとに自分の効用を 大とする財・サービスを消費するというのが通常

のミクロ経済学による主体の行動の定式化である、すべての価格は総体的であるので、ある財

で価格だけは恋うて固定する必要がある、ここで合成財の価格を1、所得 とすると	 

	 

	 	 

その結果 適消費量 , は	 

	 

	 

du = ∂u
∂x0

dx0 +
∂u
∂x
dx

x x0

∂u
∂x0

/ ∂u
∂x

x0 dx0 − ∂u
∂x0

∂u
∂x0

x x x0

Pω P0 CV EV

uω − u0 Pω
= CV Pω

I

max
x0 ,x

u(x0, x)

subject to 1⋅ x + px0 = I

x0 x

∂u
∂x0

/ ∂u
∂x

= p

x + px0 = I

− dx
dx0

= ∂u
∂x0

/ ∂u
∂x

uω − u0 P0
= EV P0
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この場合 となる。	 

さて、ここで発想が逆にすると、この効用 を得るにはどれだけの所得が 低限必要を求め

ることができる。	 

	 

	 	 

である。この結果、 となる、これは支出関数である。すなわち、支関数はこのと

きの価格体系 と効用関数の一つの表現方法ということになる、すなわち、支出関数は効用

関数といってもよい。	 

以上の準備のもとにプロジェクトありの場合と、無しの場合の効果の差を支出額で示してみる

と、	 

	 

	 

ということになる。 は常にプロジェクト無しの場合を基本とするため、価格がどんなに変

化しても基準は１つであり明確である。 は常にプロジェクトあり場合を基本とするため、

複数のプロジェクト評価の場合には複数の価格が存在することになり、どの価格を用いるかと

ういう問題が生じる。	 

４−１−３ヘドニック価格関数の推定	 	 

付け値関数	 

ヘドニック法の理論では、需要者が住宅に対して支払ってもよいと考える 大の価格のことを

付け値(bid	 price)	 とよぶ、これを という記号で定義する。需要者の効用 大化を付け値関

数の形 で表現する。Rosen は市場が，ある財の消費者と供給者によって構成され，

需要者の付け値はベクトル を持つ住宅に関する付け値関数を表すものである。住宅の属性

は通勤時間、面積、環境などを表す。財の需要者と供給者はこの市場価格関数

を与件として行動する。	 需要者は多様な特性を有する財 と，その他の全ての財を代表する

合成財 を所得制約のもとで購入し，消費者の効用関数を と書くその効用	 を

u = u (x0, x )

u

E = min
x0 ,x
(1⋅ x + p ⋅ x0 )

subject to u(x0, x) ≥ u (x0, x ) = u

E = E(P,u )

P

uω − u0 P0
= E(P0,uω )− E(P

0 − u0 ) = EV

uω − u0 Pω
= E(P0,uω )− E(P

ω − u0 ) = CV

EV
CV

θ

θ(z, y,u)

z

z = (z1, z2...zn )

z

x u(x, z) u(x, z)
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大化する。属性の束で示される住宅の市場価格関数を としよう.消費者の所得を と

するとき,予算制約式は となる.付け値関数 は所得 の消費者がある効用水

準 u を達成しなければならないとしたときに住宅 に支払いうる 高の価格を表している．消

費者の効用 大化行動から、市場価格関数 は付け値関数の上の包絡線になっている。	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 ヘドニックにおいては付け値関数を用いて環境が改善を測ることができる。環境質が から

へ改善させたとき、付け値関数の値 から へ上昇したとすると、付け値関数の定義から

環境の改善に対して だけ支払っても消費者の効果関数は変化しない。したがって、環

境改善に対する消費者支払い支払意思額は であると言える。このように付け値関数か

ら支払い WPT の意味で環境財の価値を推定することができる。	 

MAX	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

Subject	 to	 	 	 

ここで， は所得， は という特性の財に対する地価関数（ヘドニック

価格関数）である。この問題を解くために，	 	 

	 

のラグランジュ関数	 を導入する。１階の条件から，	 を 、 を と表記すると，	 	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

となる上の式を満足する ，	 がこの消費者の購入量であり，効用 もこれによって定ま

る。	 このとき得られる 大効用値 を用いて間接効用関数を表わすことができる。	 	 

	 	 	 	 	 	 	 

Rosen 上の式を用いて に達成するのに必要な という関数を提示した。

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

p(z) I

I = x + p(z) γ (z) y

z

p(z)

z

′z p ′p

′p − p

′p − p

u(x, z)

I = x + p(z)

I p(z) z = (z1, z2,..., zn )

L = u(x, z)+ λ(I − x − p(z))

L ∂u
∂zi

ui
∂u
∂x

ux

uzi
ux

= ∂p
∂zi

I = x + p(z)

x* z* u*

u*

u(x, z) = u(I − p(z*), z*) = u

u* γ (z)

u(I −γ (z), z) = u*
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効用水準	 を維持した上で特性 を有する財 に支出できる 大の額「付け値

（bid	 price）」を表わす付け値関数である。付け値関数は任意の 定義できるので，以下のよ

うに書くことができる。	 

	 	 	 	 	 	 

さて，ここで， のうち，特性 の 両辺を微分すると， であることから	 	 

	 

また であるから	 

	 

となる。	 

	 	 

を得る。付け値関数γを で微分した は，効用関数において と合成財	 x	 の限界代替率

を表わしていることがわかる。これは特性 の価値の１つの定義といえる。	 	 

以上の結果より， 適行動を行い現実に財を購入した消費者にとっては，その財の特性におい

て，付け値と市場価格は一致する。	 	 

	 	 したがって，同質的な消費者しか存在しない場合は，地価関数 と付け値関数 は一

致し、異質の消費者が存在する場合は，地価関数 は付け値関数 の包絡線となる。	 	 

	 

オファー関数	 

次に、企業の利潤 大化行動であるが、通常のケースとやや異なり、生産量 M のほか、生産す

る製品の特性ベクトル について意思決定を行う。すなわち、住宅のように差別化された商品

の費用関数を と書くことができる。 は建設される住宅の数を示しており.生産者

は住宅市場価格を所与として,利潤 大化行動は、	 	 

と定式化される。	 	 

生産者の行動は,短期か長期かによっても異なり,Rosen が示したように短期には	 二つパター

ンの状況を想定できる.	 

生産者にとって だけが可変的な短期経済	 および X のどちらも可変的な短期経済。長期

u* z = (z1, z2...zn ) z

u

u(I −γ (z; I ,u), z) = u

z i zi 1−γ i = x

∂u
∂x

× ∂x
∂zi

+ ∂u
∂zi

= 0

∂x
∂zi

= − ∂γ
∂zi

− ∂u
∂x

× ∂γ
∂zi

+ ∂u
∂zi

= 0

γ i = uzi /ux

zi γ i zi

zi

p(z) γ (z)

p(z) γ (z)

z

C z,M( ) M

max
z,M

π =  p z( )M −C M , z( )

M M
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の経済では固定資本(費用関数に明示されていない)も可変的になり,参入・退出の自由が認め

られる.ここでは,二つめの短期経済を想定して,次の 適化条件を得る.	 	 

	 

	 

各生産者は属性の限界的価値が住宅 1 単位あたりの属性の限界費用に等しく,	 そして,属性の

束のもとで,住宅の市場価格は任意の生産技術をもつ生産者の住宅生産限界費用に等しくなけ

ればならない.ある一定の利潤 のもとでの 適な属性の束 と生産個数 を選択して

いるものとしよう.	 供給者はある技術的条件（β）のもとで与えられた利潤（π）を得るため

に 低限必要な の価格を表わす関数，このとき,生産者が提示できる 低の価格(オファー価

格)をという記号で 表わす。すなわちオファー関数を有している。これを とする。

が成り立つ。これを 、π で微分すると、	 

	 

	 

が得られ、オファー関数は増加関数かつ凸関数であることが分かる。	 オファー関数は、企業

が製品を販売してもよいと考える 低限の価格であり、また、企業からみたヘドニック関数は、

市場において企業へ支払われる 高価格を意味している。従って、企業の均衡においては、	 

	 

	 	 

このとき多様な供給者が存在すると，現実に財を供給した者のオファー関数の包絡線がやはり

地価関数 となる。	 

この結果、市場均衡においては、消費者の付け値関数と企業のオファー関数が、市場を均衡さ

せるヘドニック関数を挟んで接しており、ヘドニック関数は、消費者の付け値関数と生産者の

オファー関数の両者の包絡線とみることができる。従って、ヘドニック関数は、消費者の選好

や企業の生産技術といった個別経済主体の情報を反映している訳ではなく、市場において観察

Pz z( ) =  1
M

⋅ ∂
∂z
C z,M( )  

P z( ) = ∂
∂M

C(z,M )

π *  z*  M *

z

ο ο(z,β,π )

π =  Mo−C M , z( ) z

oz  = Cz /M > 0

oπ = 1/M > 0 

p z*( )  = o(z*,π*) 

pz z*( ) = oz (z*,π*)

p(z)
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される価格と諸特性の関係を示しているに過ぎないと理解できる。	 	 

Rosen はこの付け値関数の推定を行うために次の手順を示した。まず，財を購入した需要者に

とっての付け値関数と地価関数は，その財を購入した価格および の水準で同一の値をとり，

かつ，接線を共有することから	 でそれぞれ微分したものは 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 となる。そこで，まず地価関数 を推定する。このとき を へ回帰させる考え方をヘ

ドニック・アプローチと呼ぶ。次に を で微分した関数の値をデータ（地点）ごとに求め，

これを ，αへ回帰させ，付け値関数を微分した関数（限界付け値関数）を推定しようという

ものである。	 	 

	 	 	 	 	 	 

ここで，αは所得やその他の需要者の特性であり，効用水準 を含む。これにより付け値関数

が求められるので， に対応する価値も消費者タイプ別に明確に求められる。	 

付け値関数により，財の特性 の水準が → に変わったときの支払意思額（WTP）を，

とすると，これは財の特性が → へ変化した場合の経済評価となる。

なお，地価で求めた価格差（市場価格差）は支払意思額より大きい。すなわち，

となる。しかし微少な変化であれば，つまり限界的な特

性水準の変化（環境改善）であれば両者は一致する。このようにしてヘドニック地価モデルに

おいては，付け値関数を用いて環境改善の便益を測ることができる。	 

地価関数の関数形として線形の関数を選べば，推定式は以下のようになる。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

ここで pは地価， は 番目の属性， は推定する係数， は誤差項である.	 

	 

４−２便益評価にあたっての有効性及び問題点	 

	 （金本	 1989）によりヘドニック法が環境の価値の妥当な推定値を提供するかどうかは多く

の条件に依存している。それらの条件は，環境の価値が不動産価格に反映されるための理論的

条件と実際の推定が成功するために必要な統計的条件との二つに分けることができる。資本化

仮説によれば，よりよい環境の便益は高い地価に反映されることになる．この仮説の成立する

ための条件を調べると，地価を用いて環境の価値の推定を行うアプローチがうまくいくための

理論的条件が明らかになる．しかし，たとえ完全帰着のための理論的条件が満たされたとして

も，実際に便益を推定することは簡単ではない。	 その大きな理由としては環境以外の様々な

要因が地価に影響を与えるからである．環境の影響だけに絞り込むためには環境以外の要因を

取り除く必要があるが，このことによって多くの統計的問題が引き起こされる。	 

（１） 理論的な問題	 	 	 

環境質に対応して建物の階数などの不動産の特性を 適に選択している	 という意味での長期

のケースについては以下の結果が得られている。ヘドニック・アプローチの便益評価がバイア

z

p,γ , z  M *

p(z) p z

p z
z

∂p(z)
∂zi

= ∂γ
∂zi

= γ i (z,α )

u

zi

zi z1 z2

γ (z2,u*)−γ (z1,u*) z1 z2

p(z2 )− p(z1) ≥ γ (z2,u*)−γ (z1,u*)

p =α 0 +α1z1 +α 2z2...α nzn + u

zi i α i
u
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スをもたないのは，(a)地域間の移動が自由で費用がかからないという意味で地域が開放性を

もち，(b)消費者が同質的であり、しかも(1)プロジェクトが小さいか，(2)プロジェクトが便

益を及ぼす地域が小さいか、(3)消費と生産について財の間の代替性が存在しないかのいずれ

かが成り立つ場合である。開放性と同質性が成り立っているが，(1)-(3)が成り立たない場合

には便益を過大評価する傾向が生	 まれる。また，開放性は成り立っているが同質性が成り立

たない場合にも便益の過大	 評価の傾向がもたらされる。	 

	 

（２） 統計的問題	 	 	 

へドニック・アプローチでは，不動産価値の決定要因のうち環境質以外の要因を除去して環境

質だけの効果を抜き出す必要がある。環境質以外の要因は多種多様であるので，	 それらの影

響を除去するためには説明変数の数が多くならざるを得ない。実際の推定では，重要と思われ

る変数が測定困難であったり，ある変数が他の変数と相関していたりするので，以下で述べる

統計的問題が発生する。①市場価格実際の取引のデータデータの収集が困難である．②不動産

は立地特性，環境特性，社会資本など特性などによって異なり，非常に多様性である。また，

市場価格はこれらの様々な特性を反映しているので，環境特性だけの単独の効果を分離するの

は容易でない。他の特性の影響を排除するために，ヘドニック分析では地価を全ての重要な特

性に回帰させ，他の特性が変わらない時に環境条件の変化が地価にどう影響するかを調べるこ

とになる。③ヘドニック回帰では，不動産の重要な属性を全て含むようにすることが大切であ

る。もし重要な特性が欠落していると，推定された係数にバイアスがかかることが多い。④環

境の価値への影響を推定するためには，地点間で環境水準に十分な差があることが必須である。

たとえば，環境水準が全サンプルについて同じであるなら，環境の価値を推定することは全く

不可能であることである。⑤ヘドニック・アプローチを用いる場合には，多重共線性の問題に

よくぶつかる。近隣環境の良好な地区では，良質な住宅が立ち並び，優れた公共施設や社会資

本を持つ傾向があるので，特性間の相関が非常に高い場合が多い。⑥環境要因は通常きわめて

狭い範囲にしか影響しないことが多い。公園緑地の存在は公園に面している土地の地価を高く

するが，少し離れるだけで効果はほとんどなくなってしまう。（建設政策研究センター	 1998）	  
	 

４−３推計モデルの設定	 

ヘドニック・アプローチでは、商品がもつ各種の属性を統合したものとして捉える。また、財・

サービスの価格とその性能・機能をあらわす諸特性の関係を示すヘドニック関数は、Rosen

（1974）が示した財・サービスの有する諸特性の需要と供給が一致する市場均衡価格曲線とし

て定義される。このため、ヘドニック関数の関数形については、先験的な制約は存在しない。	 	 

実際のヘドニック関数の推計された価格を被説明変数に、また品質に影響を与える適宜の諸特

性を説明変数として選択し、定数項と誤差項を入れたかたちで回帰分析を行う。具体的な推計

式を対数線形のかたちで示すと、次式のとおりである。	 	 

	 

：住宅価格(元/m²)	 	 

：Main variables 	 

:	 Land use zoning  

：Location Dummy 	 

 
logP = a0  + a1h

h
∑ logXh + a2i

i
∑ logVi  + a3 j

j
∑ logZ j +∑a4 k・LDk + ε

P

Xh

Vi  

LDk
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説明変数である住宅属性等としては,	 建物面積,	 寄り駅からのっ距離,	 寄り公園からの

距離,建築後年数に加え,容積率・地域ダミーをとり挙げた。	 

	 

４−４説明変数の選定	 

不動産価格形成要因として、不動産の特性及び周辺環境の特性、説明変数を設定した。説明変

数を表に示す。	 

不動産の特性として、「面積」（㎡）は建築面積を表し。周辺環境の特性について、住宅から

寄駅までの距離、付近公園の数、住宅から 寄公園までの道のりの距離 3	 項目を住宅形成要

因として設定した。「 寄駅距離」（m）は、住宅と 寄駅間の直線距離である。「 寄公園距離」

（m2）は 寄公園の直線距離である。ここでいう公園とは、全上海市においては都市公園緑地

を対象としており、特に種類は考慮せず、包括的に「公園」を対象とした。容積率が価格形成

に影響するとの予想に基づいて導入した。同様の理由で導入した「容積率」（%）地区容積率を

表し、	 敷地に対する建物の延床面積の比率である。「地域ダミー」は、都心部	 1、郊外	 0	 と

するダミー変数である。住宅地区の特性を考慮して追加した変数について、「緑被率」（%）は

緑被率を表し、敷地面積に対しどれだけの面積に緑地を建てられるかの割合を示す変数である。	 

	 

４−５分析の対象および範囲	 

本研究で用いた分析データの概要を以下に整理する.分析対象は,上海市 17 区を中心とし分析

を行う.分析期間は 2015 年 3 月不動産データ、住宅の価格情報を用いた.「捜房網」に掲載さ

れた情報を用いた。	 

 

 

図 2 上海市各区の平均住宅取引価額 
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表 1 不動産に関するデータの基本統計量 

変数 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

価格(元/m2) 38425.63 17779.02 5780 161967 

面積(m2) 
108.60 63.37 7 909 

公園数 4.79 2.21 0 9 

最寄公園距離(m) 
891.01 502.80 62 2500 

最寄駅距離(m) 
1015.36 810.93 56 2501 

建築年数(年) 13.20 12.91 0 85 

緑被率(%) 36.45 13.01 0 75.2 

容積率(%) 2.16 1.55 1.8 40.1 

	 

	 
	 住宅価格については、平均値は	 38,425 元/㎡、 小値は 2780 元/㎡であり、

大値が 161967 元/㎡であった。公園緑地に関する変数について、「公園数」の

平均数は 2、 小値は 0、 大値は 9 であった。「 寄公園距離」の平均値は 891

ｍ、 小値は 62ｍ、 大値は 2500ｍであった。小区の特性を考慮して追加した

変数項目に関して、緑被率の平均数は 36%、 小値は 0%、 大値は 75.2%であ

った。容積率の平均数は 2.17、 小値は 1.8、 大値は 40.1 であった。	 

	 
推定結果	 

OLS（通常の 小二乗法）によって推定した。パラメータの推定結果を表に示す	 

表 2 上海市全体推定結果	 

変数 偏回帰分析 標準偏差 t 値 Ｐ値 

面積 0.0004996 0.0000705 7.09 0 

公園数 0.0169136 0.001803 9.38 0 

最寄公園距離 -0.0000321 9.13E-06 -3.52 0 

最寄駅距離 -0.0001722 0.0000126 -13.67 0 

年数 -0.0105074 0.0004133 -25.43 0 

緑被率 0.0013914 0.0023038 4.35 0 

容積率 0.0108451 0.0027819 3.9 0 

世代数 0.000048 8.40E-06 5.71 0 

地域 0.1757445 0.0090204 19.48 0 

定数項 10.55851 0.226834 465.47 0 

F 値 343.52    

Adjusted R2 0.3866    

サンプル数 4893 

   R-squared 0.3877 

   	 

	 



	   21	  

パラメータの推計結果を確認する。	 

駅や公園へのアクセスに関する特性のパラメータ値を確認する。 寄駅からの距離を示す変数

は、2500 メートルを基準としている。おおよそ距離が離れるほど価格が低下し１%水準で有意

である。「 寄公園」モデルにおいても１%水準で有意であり、 寄公園の変数は 0.017 公園を

離れるほど不動産価値が低下することを表している。「公園数」も１%水準で有意であり、近く

の公園数が多い程不動産価格が上昇することがわかる。	 

区域区分に関するダミー変数「地域」は「都心部」を基準としている。推定結果によれば、有

意な結果となった。つまり、地域は不動産価格に有意な影響を及ぼすことを意味している。	 

後に地域特性のパラメータの推計結果を確認する。「緑被率」に 1%水準で有意であり正の影

響を有している。また「容積率」１%水準で有意であり、正の影響を有している。	 

	  
公園緑地に関する分析結果	 

表３緑地属性の相関係数	 

	 

相関係数から見ると，|r|＜0.3,相関関係が低いことが分かった。	 

公園緑地変数の不動産価値に対する弾力性を比較すると、公園数 0.017、緑被率 0.0014、公園

へのアクセス 0.00003 であった。公園数が も住宅価格に影響することがわかった。これは都

心部の不動産価格は公園数一つ増えると 0.017 倍値段が上昇し、緑被率 1％増えると不動産価

格 0.0014 倍値段が上昇する。そして、公園へのアクセス１m 近くなると不動産価格は 0.00003

倍上昇することがわかる。	 

	 

上海市区別の住宅関数の推定	 

上海市には 17 の区がある。都心部にある区と郊外部の区では、パラメータの推計結果偏差が

あると想定されるので、区別のヘドニック住宅関数も推定した。上海市の行政区域によると上

海市の 18 区は表の通りに分類される。	 

表４上海市区分分類	 

都心部 
黄浦区 徐汇区 长宁区 静安区 

虹口区 杨浦区 闸北区 普陀区 

郊外 
闵行区 宝山区 嘉定区 浦东新区 

青浦区 奉贤区 金山区 松江区 

郊県 崇明県 

   	 

 公園へのアクセス 公園の数 緑被率 

公園へのアクセス 1 -.088** .049** 

公園の数 -.088** 1 -.078** 

緑被率 .049** -.078** 1 
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図３上海市各区の分布（出典：上海市都市企画 1999） 

１黄浦区 ２静安区 ３楊浦区 ４虹口区   

５閘北区 ６普陀区 ７長寧区 ８徐匯区	  
	  
	 現在の上海市は，図に示すように，黄浦区，静安区，楊浦区、虹口区，閘北区，普陀区，長

寧区，徐匯区，浦東新区、宝山区，閔行区，嘉定区，金山区，松江区，青浦区，奉賢区の	 16

区と崇明県の 1 県（崇明県は 2005 年上海市の土地になった）で構成されている．	 	 

初に，上海市を都心－郊外の都市空間に区分する。上海市統計年鑑（1981）は，はじめて上

海市を中心区地域と非中心区地域に分けた。中心区は，図に数字で示した地域である．本研究

では都心部、郊外、郊県三地域に分類した。	 

	 

中劉・岡本（2008）は，上海市を中心城核心区（黄浦区，静安区），中心城辺縁区，近郊区，

遠郊区の 4 区に分けている．	 

中心区都心部：黄浦区，静安区の 2 区	 	 

中心区周辺部：徐匯区，長寧区，普陀区，閘北区，虹口区，楊浦区の 6 区	 	 

近郊地域：浦東新区，宝山区，閔行区，嘉定区の 4 区	 	 

遠郊地域：金山区，松江区，青浦区，奉賢区，崇明県の	 4 区と 1 県	 

	  
都心部の推定結果 	  
	 	 	 

	 中心区都心部：黄浦区，静安区の 2 区と都心周辺部徐匯区，長寧区，普陀区，閘北区，虹口

区，楊浦区の 6 区の不動産データを集計して公園緑地変数の不動産価値に対する弾力性：公園

数 0.058、緑被率 0.0047、公園へのアクセス 0.00003。これは都心部の不動産価格は公園数一

つ増えると0.058倍値段が上昇し、緑被率1％増えると不動産価格 0.0047倍値段が上昇する。

そして、公園へのアクセス１m 近くなると不動産価格は 0.00003 倍上昇することがわかる。	 
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表５ 上海市全体不動産価額推定結果	  

変数 偏回帰分析 標準偏差 t 値 Ｐ値 

面積 4.85E-06 4.93E-06 2.35 0.02 

公園数 0.0584061 0.0138871 4.21 0 

最寄公園距離 -0.0002967 0.0000794 -3.74 0 

最寄駅距離 -0.0001952 0.0000831 -2.35 0.02 

年数 -0.0176774 0.0036822 -4.8 0 

緑被率 0.0047082 0.0020298 2.32 0.022 

容積率 0.0340197 0.0203954 1.67 0.097 

世代数 -0.0001354 0.000048 2.72 0.005 

地域 0.139324 0.0557301 2.5 0.013 

定数項 10.75037 0.193593 55.53 0.000 

サンプル数 3988 

   R-squared 0.5096 

   

近郊部推定結果  

 近郊地域は浦東新区，宝山区，閔行区，嘉定区の 4 区の不動産データ用いて公園緑地変数

の不動産価値に対する弾力性：公園数 0.0248、緑被率 0.0106、公園へのアクセス 0.00008。

これは近郊部の不動産価格は公園数一つ増えると 0.0248 倍値段が上昇し、緑被率 1％増える

と不動産価格 0.0106 倍値段が上昇する。しかし、近郊地域の緑地属性は公園へのアクセスの

アクセス遠く程価格が上昇する。これは上海市郊外部では、緑地は都心部豊かである。住民は

公園へのアスセスより、住環境の便利さに関心している郊外に整備している公園緑地は「林」

と「環」が多いため、近郊地域の緑地属性は公園へのアクセスが遠くなる程価格が上昇する。	 

	  
表６ 上海近郊不動産価額推定結果	  

変数 偏回帰分析 標準偏差 t 値 Ｐ値 

面積 0.0017122 0.0003176 5.39 0 

公園数 0.0248739 0.0086763 2.87 0.004 

最寄公園距離 0.0000825 0.0000211 3.9 0 

最寄駅距離 -0.0003078 0.0000246 -12.51 0 

年数 -0.0087069 0.0044527 -1.96 0.051 

緑被率 -0.0106398 0.0018914 -5.63 0 

容積率 0.2675022 0.040082 6.67 0 

世代数 0.0000473 7.19E-06 6.58 0 

地域 0.3758257 0.0477062 7.88 0 

定数項 10.48854 0.1012171 103.62 0 

サンプル数 955 

   R-squared 0.4492 
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遠郊郊外 

 遠郊郊外は地下鉄がないため、駅へのアクセスの変数はない。、公園緑地変数の不動産価値

に対する弾力性：公園数—0.0248、緑被率 0.009、庭面積 0.0000324、これは遠郊郊外の住民は

自動車があて、普段の交通手段は車、そして遠郊郊外の緑地は主に保護林で構成され。近くの

公園数より、自宅の庭の面積を不動産価額に正の有意となった。 

表 7 上海遠郊郊外動産価額推定結果 

変数 偏回帰分析 標準偏差 t 値 Ｐ値 

面積 -0.001024 0.0003989 -2.57 0.012 

公園数 -0.1468968 0.0667172 -2.2 0.031 

最寄公園距離 -0.0003803 0.0001381 -2.75 0.007 

最寄駅距離 0 (omitted) 

  年数 -0.0157128 0.0036261 -4.33 0 

緑被率 0.0090378 0.0041382 2.18 0.032 

容積率 -0.7105924 0.1507758 -4.71 0 

庭面積 0.0000324 0.00016 0.2 0.084 

一戸建てダミー 0.209538 0.0932825 2.25 0.027 

定数項 10.93589 0.580617 18.83 0 

サンプル数 167 

   R-squared 0.4492 

    

考察	 

本章では、上海市全体の公園緑地に関する変数と地域別の公園緑地に関する変数の推定結果に

ついて考察した。	 

	 公園緑地に関する推定結果から、人々の便益は 寄公園までの距離、公園の数、および緑地

被率によって決まるが、特に、 寄公園が多ければ多いほど、人々は都市公園緑地の機能（レ

クリエーション機能、大気汚染の緩和機能、防災機能、景観保全機能）からより多くの便益を

享受するといえる。公園へのアクセスより、公園数と緑被率の係数が高いから、購入者は不動

産を購入際に、周辺の緑の豊かさを考えることがわかった。公園の存在価値は使用価値より重

要だと考える。	 
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第 5 章 CVM による緑地公園の経済価値	 

	 

５−１	 CVM 調査の概念	 	 

CVM とは，市場での取引ができない財について，アンケート調査等を通じて，財の便益を評価

する手法である。CVM である顕示選好法は市場行動に選好に関する情報が顕在化していると仮

定し、人々の経済行動から環境の経済的価値を測定する方法である、利用価値だけではなく非

利用価値も評価できる特徴を持っている。財の内容を説明した上で、その価値を増大させるた

めに費用を支払う必要がある場合に個人や世帯が支払ってもよいと考える金額（支払意志額

（Willingness	 to	 Pay：WTP））、あるいはその財が悪化してしまった場合に悪化しなかった場

合の便益を補償してもらうのに必要な補償金額（受取補償額（Willingness	 to	 Accept：WTA））

を直接的に質問する方法である。近年，公園緑地のような環境財や環境サービスを評価できる

有効な手法として，ＣＶＭが注目を集め，アメリカを中心に適用が始まり、今日では日本や中

国においても適用事例が増加している。	 

	 

５−２公園緑地の経済的評価に関する既往研究	 

公園緑地は、様々な属性から構成されており、整備内容により子どもの遊び場、休息所、スポ

ーツ場、動植物の生息・生育地など、異なった特色をもつ空間になるが、ＣＶＭは評価対象の

全体の価値を評価するため、評価対象の持つ個々の属性を個別に評価することが困難である。

それに対しコンジョイント分析は、計量心理学や市場調査の分野で発展してきた手法で、評価

対象の持つ属性別の評価ができるという特徴を持っており、1990	 年代に入ってから環境経済

学の分野でも研究が行われている。評価対象の持つ個々の属性を個別に評価することが困難で

あるかた、公園緑地の属性ではなく、一体的な価値を評価することができる	 

CVM は、他の手法と比較して、3 点のメリットがある（栗山、1992）。第一点目は、ヘドニック

法、トラベルコスト法を適用して評価を行う際には、公園緑地整備する費用や賃金、地価、旅

行費用等に関する詳細な市場データが必要とされ、それらのデータが不備な場合には評価が困

難になる。CVM 法は既存のデータと関係なく、理論上ほぼあらゆる財の評価に適用が可能であ

る。第二点目は、ヘドニック法、トラベルコスト法は環境財のもつ現在の利用価値しか評価で

きないが、CVM は非利用価値の評価も可能である。	 第三点目は、CVM によって得られる評価額

は、受益者の WTP や WTA を集計したものであるため、評価額は環境財への財政支出に対する市

民の政策合意点を示す。	 

CVM は 1947 年にシリアシ－ワントラップが 初にアイデアを出し、1958 年にアメリカの国立

公園局がデラウェア川流域のレクリエーション価値を求めるために実際に用いたのが始まり

といわれている。日本では CVM が取り上げられることはないが、政府の公共事業評価マニュア

ルの中でこの手法が正式に取り上げられている。1970 年代半ば以降、CVM は環境財の評価手法

と徐々に盛んになるとなった。	 

	 

５−３	 CVM の経済原理	 

すべての財において、需要曲線は、右下がりの曲線を描きます。つまり、これまでに消費され

た単位が増えるにしたがって、追加の１単位に対する支払意思額は、通常減っていきます。図

のような階段型のダイアグラムは、数えられるものには、適切ですが、財により分数単位で消

費できると考えると、図のような滑らかな曲線が得られる。これが消費者の公園緑地に対する

需要曲線である。ある財（物・サービス・環境的にいえば、景色などの景観）が持つ価値とい

うのは、その財を得るために支払う意思のある額である。この財は、消費者の支払意思額

（willingness	 to	 pay;WTP）として価値を表すことになる。	 
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図 4	 消費者の需要曲線	 

	 

	 

５−４回答式の選択	 

	 回答式が幾つある自由回答形式、付値ゲーム形式、二肢選択形式、現在一番使っている

回答式は二肢選択形式。Hanemann,Loomis,and	 Kanninen(1991)	 が示したように、二肢選択

形式のダブルバウンドは、少ないサンプルでも効率的に評価できるという利点がある。	 

図８回答式メリットとデメリット	 	 

自由回答形式(open-end)	 
いくら払うかを自由回答でたずねる．無回答が多くなる

という欠点がある	 

付値ゲーム形式(bidding	 game)	 

例えば， 初に	 1000	 円以上払うかをたずねて，Yes	 な

らば	 2000	 円，3000	 円．．．．と提示額を変化させて	 回答

者の支払意志額に到達するまで繰り返し質問する． 初

の提示額の影響を受ける可能性があること，	 および郵送

法式では使えないという欠点がある	 

支払カード形式(payment	 card)	 

(1)100	 円，(2)200	 円，(3)500	 円，．．．．のように金額の

選択肢を示して，どれかを選択してもらう．無回答が	 少

なくなるものの，提示した金額の幅が回答に影響する可

能性がある．	 

	 

二 肢 選 択 形 式 (dichotomous	 

choice)	 

例えば，1000	 円以上払うかをたずねて，Yes/No	 のどち

らかを１回だけたずねる．回答者が	 Yes	 と答える確率と

提示額との関係から統計的に支払意志額を推定する．回

答者が非常に答えやすく，信頼性の高い結果が得られる	 

。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 栗山浩一（京都大学農学研究科）より	  
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５−５CVM の推定モデル 

 本調査において二段階二肢選択形式を用いた。これはダブルバウンド形式とも呼ばれ、サン

プル数が比較的少なくても良好な結果が得られるという利点を持つ。二肢選択式データを分析

するためには以下に述べる３種類のモデルがある。①ランダム効用モデル（確率効用理論）②

支払意志関数モデル③生存分析 以上の３つのモデルを以下に簡単に紹介していこう。  

 

５−５−１ランダム効用モデル   

ランダム効用モデルは、効用関数を基盤とするモデルであり、提示額と回答データから効用関

数を推定する。だが、回答データにはアンケート時の誤差などが含まれており、効用関数は観

察可能な部分と観察不可能な部分（誤差項）によって構成されていると考える。ランダム効用

モデルは、経済理論で使われる効用関数をベースにしているため、経済理論との整合性が高い

という利点を持っている。また、以外にもトラベルコスト法やコンジョイント分析など様々な

評価手法と組み合わせて推定することが可能である。ただし、支払意志額を直接推定すること

はできないので、まず効用関数を推定した後、効用関数から支払意志額を算出するという手順

をふむ必要がある。 環境の状態が０から１へと悪化するとき、この環境悪化を防止する環境

保全政策の価値を等価余剰測度 

によって評価する。回答者の間接効用関数Uが以下のように観測可能な部分Vと観測不可能な部

分 に分かれるとする。ただしMは所得である。  

環境保全を実施するために、提示額を回答者に示したとき、回答者が賛成と答える確率は 

 

           

となる。ただし、 は観測可能な効用関数の差、Gは分布関数である。ここで、Gがロジステ

ィック分布に従うと仮定すると、ロジットモデルとなり、は次式の通りとなる。  

 

ダブルバウンドの場合は、最初に提示額を示し、賛成と答えた人には高い金額TUを示し、反対

と答えた人には低い金額TLを示す。それぞれの回答が得られる確率は、以下の通りとなる。 

 

 

 

ε U =V (Q,M )+ ε

Pr[Yes]= Pr[U(Q0,M −T ) >Q1, ))

 = Pr[ΔV > ε1－ε 0 ]= 1−G(T )

ΔV

Pr[Yes]= [1+ eΔυ ]−1

Pr[Yes /Yes]= PYY = 1−G(T
υ )

Pr[Yes / No]= PYN = G(T υ )−G(T )

Pr[No /Yes]= PNY = G(T )−G(T L )
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次に、 の特定化を行う。この関数型には一般に次のような線形関数や対数線形関数が用い

ら れることが多い。 

線形関数モデル  

対数線形関数モデル  

後は、最尤法によりパラメータ および を推定することで、支払意志額が得られる。尤度関

数は以 下の通りである。 

  

５−5−２支払意志額関数モデル	  

この人は提示額Tよりも が大きときに提示額の支払を受諾する。ここで、この人の個人属性

についてのデータをもとに調査者が を推定するとしよう。ただし、調査者が知ることので

きないデータもあるので、 を２つの部分に分ける。つまり、調査者が知ることのできる個

人属性に関わる部分 と、知ることできない部分 である。なお、 をWTP関数、 を誤

差項と呼ぶ。ここで次の式が成り立つ。 

	 

は例えば次のような関数である。ここでは、 を説明するために個人属性を２つ導入し

ている。すなわち、 と である。これは、具体的にはこの人の所得や年齢等である、さら

に、推定すべき係数として 、 、 を加えている。	 

	 

さて、この個人が提示額 T を受諾する確率を という記号で表すと	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 = 	 

となる。なお、 は が よりも大きくなる確率を示す記号である。ここで調査者

は の分布を仮定すると、この個人が提示額 T を受諾する確率を具体的に計算できる。この	 

	 

Pr[No / No]= PNN = G(T L )

ΔV

ΔV = a ⋅bT

ΔV = a − b logT

a b

lnL = (di
YY lnPYY +

i
∑ di

YN lnPYN + di
NY lnPNYdi

YY + di
NN lnPNN )

ω
ω

ω

ω * η ω * η

ω =ω * +η

ω * ω *

x1 x2

α β γ

ω * =α x1 + βx2 + γ

Prob(Yes T )

Prob(Yes T ) = Prob(ω > T ) = Prob(ω * +η > T )

Prob(η > T −ω *)

Prob(a > b) a b

η
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ようにして各人についての受諾率を算出し、 尤推定法によって WTP 関数 の係数を決定す

る。一段階二肢選択式で誤差項に平均０、標準偏差 の正規分布を仮定した場合、対数尤度

は次のとおりである。ここで、 は個人 に対する提示額 にたいして「はい」と答えた者、

は「いいえ」を選んだ者の集合である。なお、 は累積標準正規分布関数である。	 

	 

	 

５−５−３生存分析	 

生存関数は主に医学の動物実験で生存期間を調べる時などに使われることからこの名が付

けられている。CVM で支払意志額を推定する場合は各回答者の正確な支払意志額を聞き出す事

はできないが、提示額に対して何人の人が「いいえ」と回答するかを確認することができる利

点を持つ。つまり回答者の平均的な支払意志額を推定する事ができるのである。	 

二段階二肢選択CVMにおけるWTP分布の推定法としては	 ,生存分析で大きく分けてパラメトリ

ソク推定法とノンパラメトリック推定法の二つがある	 。パラメトリック推定法は	 ,誤差項の

分布としてパラメトリックな分布型を仮定した上で	 ,それに依存したパラメトリックな WTP

分布を推定する手法である	 。しかし,この手法は	 ,分布型をパラメトリックなものに規定する

という点が制約	 的である	 。真の分布型は当然未知であるため	 ,こうしたノンパラメトリック

推定法は	 ,分布型をある族に規定せずに	 ,WTP 分布を自由に推定できる点で	 ,パラメトリノ

ク推定法よりも優れているといえる	 。	 

パラメトリックな生存分析では、まず WTP の累積分布関数 G を仮定し、これをもとに次の生存

関数 S を定義する、この関数は各提示金額 T における受諾率を示すので、今後は受諾率曲線 S

と呼ぼう。	 

	 

一段階二肢選択式の場合、この受諾率曲線 S をもとに、対数尤度 LL を作成するとなる。ここ

で、 は個人 に対する提示額 に対する提示額 に対して「はい」と答えた者、 は「い

いえ」を選んだ者の集合である。	 

	 

二段階二肢選択の対数尤度LLは次式となる。 は個人 に対する2回の提示額のうち高い方、

は低い方である。また、 は 2 回の提示額に対してともに「はい」と答えた者、 は 2

回とも「いいえ」を選んだ者、 は初回が「はい」で二回目が「いいえ」であるもの、 は

その逆の者の集合を指す。	 

	 

ここで、S は が具体的にどのような関数であるかに応じていくつかの係数を含んでおり、

これを 尤推定法で推定すれば受諾率曲線を推定できる。	 

ノンパラメトリック方法はターンブル法の直接の目的は各提示金額に対する母集団受諾率を	 

ω *

σ

y i Ti

n Φ

LL = In(1−Φ(Ti −ω
*

σi∈y
∑ )+ InΦ(Ti −ω

*

σ
)

i∈y
∑

S(T ) = 1−G(T )

y i Ti Ti n

LL = InS(Ti )+ In 1− S(Ti )[ ]
i∈n
∑

i∈y
∑

Thi i

Tli yy nn

yn ny

LL = InS(Thi )+ In 1− S(Tli )[ ]
i∈nn
∑

i∈yy
∑ + In S(Tli )− S(Thi )[ ]

i∈yn,ny
∑

Φ
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推定することにある。母集団受諾率とは、ある提示額の支払を求めた場合に母集団内で支払に

同意する人の割合である。	 

提示額	 Tj	 円に対して回答者が	 Yes と答える確率を	 pj とする。この確率は生存確率と呼	 ば

れる。WTP	 が の区間にあるとすると、対数尤度関数は次のとおりとなる。	 	 

	 

	 
 

５−６アンケート調査 

財・サービスおよび母集団の設定	 

ＣＶＭによる評価は，市場取引ができない財またはサービスについて，仮想的	 な状況を想定

し貨幣によって値付けを行うために，評価対象となる財を明確に認識できる母集団を設定する

必要がある。	 今回のＣＶＭ	 調査では，上海市の公園緑地を評価対象財として設定し，上海一

般市民を母集団とした。アンケート対象者は，上海市市民である。	 	 

	 

５−６−１予備調査 

本調査を実施する前に、CVM 提示額の妥当性、CVM で仮定したシナリオの伝わり方、質問意

図や説明の分かりやすさ、調査票の記載に要する時間等を把握する目的で、事前調査を行った。

2015 年 6 月、友人・知人 20 名を対象に、紙調査票を用いた、年齢，性別，居住地，職業、家

族の構成、所得などの回答者の属性に関する項目，公園緑地へ行く目的，公園緑地へ行く頻度

評価など，公園緑地に関する様々な要因から影響を受けると予想されるので，これらの項目に

ついてアンケートを行った。ここでは、CVM の提示額の妥当性の検証に加え、アンケートの分

量や回答所要時間が回答者に負担感を与えないか、説明やシナリオが正しく伝わっているか、

その他修正すべき問題点の洗い出しを目的とした。	 

	 

予備調査の結果概要	 

支払価額 賛成人数 

50N→25N→10N 4 

50N→25N→10Y 0 

50N→25Y 2 

50Y→75N 4 

50Y→75Y→100N 0 

50Y→75Y→100Y 10 

	 

提示額の設計	 

本 CVM	 調査で用いる二項選択法では、提示する金額の設定が重要となるが、事前調査ではそ

こで用いた	 CVM	 の提示額が適切ではないことが観察された。事前調査では、	 提示額を 10	 元、

30 元、50 元、75 元、100 元円の選択肢を設定したが、分析の結果、中央値は 106 元となり、

大提示額である 100	 元を上回るものとなった。CVM の計測には、一般的に中央値を用いるこ

とが多い。そのため、提示した金額に対して賛成する確率を推定するためには、「はい」	 と「い

いえ」が	 50％ずつになる提示額が含まれることが望ましい条件となる。事前調査の結果を踏

まえ、本番の調査では	 CVM	 提示額の上限を上げ、又、提示額への反応をより明確にするため

に近接する提示額を削除し、 終的に 25 元、50 元、100 元、150 元、200 元の５段階の提示額	 

Tj ~ Tj+1

InL = N j
j
∑ In(pj − pj+1)
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を用いることとした。	 

	 

回答式の選択	 

本調査では、標本数が少ないことが懸念されるために、ダブルバウンド二肢選択形式を採用し

てアンケートを作成した。二肢選択形式では、もし 初に提示された金額は Yes と答えた場合

はさらに高い金額を提示する。逆に、 初に No と答えた場合にはさらに低い金額を提示して

二回質問を実施する。	 

	 

金額回答方式及び提示額の設定	 	 

T1	 TU	 TL	 

50	 100	 25	 

100	 150	 50	 

150	 200	 100	 

T1： 初の提示額（元／世帯・年）	 	 

TU：T1 に賛成した場合の提示額（同上）	 	 

TL：T1 に反対した場合の提示額（同上）	 	  

※カッコ内は金額を提示した設問の番号を表す。 

 

二肢選択形式の Yes/No 回答から環境価値を推定するには統計分析が必要である。分析方法に

は、ランダム効用モデル、支払意志額関数モデル、生存分析である。	 

支払い手段	 	 

CVM のシナリオでは仮想的な支払い手段を設定するが、支払方法によっては、回答者が金額そ

れ自体ではなく、支払い方法によって支払いの	 Yes/No	 を決めてしまうこともあり、その設定

には注意が必要である。予備調査では「税金」という支払い形態を質問して、抵抗回答が四人

いった、アンケートのコメントによると、「所得税を払っているから、これ以上の税金を払わ

ない」等の回答があった。	 

	 肥田野（1999）によれば、「税金」という支払い形態の場合、人は少なく、税金に対する心理

的抵抗感が大きくて、抵抗回答が増加し、有効回答が減少する傾向がある。「基金」という形

態の場合、比較的抵抗なく受け入れてもらえることが多いようではあるが、他の手段に比べて

温情効果が含まれやすいことが指摘されている。そのため本研究では、予備調査を踏まえ、比

較的抵抗感が少なく、かつ世帯あたりの支払いの任意性が寄付よりも低いと想定される「基金」

を、支払い形態として用いることとした。	 

	 

アンケートのシナリオ	 

回答者に提示するシナリオは次のように設定した。	 

	 

今後上海市の公園緑地の建設を進めるために、環境基金を創設するとします。環境基金にお金

を払うと仮定します。つまり、公園の建設を行っていくに必要な費用の一部を住民の方々から

毎年『基金』として集めることになったとします。	 もしこの『基金』がない場合は、公園の

建設ができなくなります。この基金は公園の建設のためだけに利用され、他の用途には利用さ

れません、あなたの世帯で毎年 100 元の基金の支払いに応じていただけますか。	 ただし、あ

なたの家計にこの金額だけの負担がかかることを忘れないでくさい。	 
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５−6−２本調査	 

	 事前調査において観察された問題点の改善確認を行った後、2015 年	 8 月 1 日から 8 月 7 日

までの期間に本調査を実施した。本項では、調査表の内容設計について、設問ごとに説明する。

年齢，性別，居住地，職業、家族の構成、所得などの回答者の属性に関する項目，公園緑地へ

行くの目的，公園緑地へ行くの頻度評価など，公園緑地に関する様々な要因から影響を受ける

と予想されるので，これらの項目について質問した。	 アンケートは，インターネット調査の

方式で実施した。今度利用したインターネット調査サービスは「問卷星」というアンケート調

査ネットである。全国約２６０万人このサービスを利用している。	 

回答者は１７０人であり、そのうち抵抗回答が６サンプル、有効回答は１６４サンプルであっ

た。インターネット調査の場合，回答者の年齢層が若年齢増に集中傾向と予想されるため、標

本抽出バイアスが生じている可能性がある。つまり、WTP 高く，したがって，推計された平均	 

ＷＴＰは母集団の平均	 ＷＴＰよりも高い値をとる可能性があると考えられる。理由は若い世

代は教育水準を年寄りとくらべると高いし、収入も高いで、WTP が高いと想定された。	 

アンケート調査結果	 

回答者の個人属性	 

	 まず、回答者の属性を説明する。インターネット調査は、途中でアンケートを放棄すること

が出来るため、 後まで回答しない場合には回答者が送信しないこともあり、受信したデータ

では抵抗回答を扱うことが出来なかったと考えられる。	 

設問によって無記入の項目がある場合には、無効回答とみなす。図は回答者の内訳を性別・年

齢別に集計したものである。それによると、全回答者	 170 名のうち有効回答は 164 名、性別

では男性	 51	 名（31.1％）、女性	 113	 名（68.9％）女性の方が多く、年代別では、30 代以下

に比較的広く分布している。収入については、３万元から 12 万元までが約６割で、ほぼ均等

に分布している。	 	 公園行く目的は「子ともと遊ぶ」が約 4 割、家族構成「核心家庭：両親

と子ども 1 人」が約 5 割である。市民の利用頻度は一ヶ月一回以下が約 4 割となっている。	 
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	 	 	 	 	 	 	 男女の割合	 

また、回答者の公園緑地の機能に対する認識は図に示したとおりである。機能の中で汚染の緩

和機能が重要だ。一番、認識の程度が低いのは公園緑地の防災機能である。	 

	  
図６緑地の機能	  

支払意思額に影響する属性に関する要因を分析する。 

図によると、年収が高い回答者、および一戸建に住む回答者の支払意思額が高い。 

また、利用頻度と支払意思額との間には関係がみられない。 

 

 

0	  

1	  

2	  

3	  

4	  

5	  

6	  

汚染の緩和 市民活動の場所 景観保護 精神放松 ヒートアイランド
の緩和 

防災機能 

男性 
31%	  

女性 
69%	  
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                図７ 年収別支払意思 

 

 

 

             図 8 部屋種類別の支払意思 

 

 

 

           図９市民の利用頻度に関する	  
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５−7 支払意思額の推定	 

本研究では CVM の質問方法として、提示した金額に対する支払の	 Yes/No を尋ねる二項選択方

式を採用した。WTP の推計には、ロジットモデルを用いた。推定は、栗山(2003)におけるフリ

ーの統計ソフトウェアで算出した。	 

以下、ロジットモデルを用いた分析について概説する。まずここで、提示額に対し	 Yes	 と回

答する確立に影響を与える要因を	 y	 とする。この	 y	 が正のときに	 Yes	 の回答を、負の	 とき

に	 No	 の回答をすると考える。要因	 y	 は以下のように提示額	 x	 の影響を受けるとする。 を

誤差項とすると、	 y	 は次のように表される。 	 

このとき、Yes	 と回答するのは	 

	 

No	 と答えるのは、	 

	 

のときである。そして、誤差項 の累積分布関数を F とすると、Yes/No	 と答える確立は、そ

れぞれ次のように表すことが出来る。	 

	 

	 

この の分布が、ロジスティック分布に従うと仮定したものが、ロジットモデルである。

と置くと、ロジスティックモデルの場合、累積分布関数	 F	 は	 

	 

と表される。ここで、以下の対数尤度関数を定義し、 尤法によって係数 α、βを求める。次

は	 N	 人の回答者のうち	 k	 番目の回答者の、提示額	 x	 に対する	 Yes/No	 の確率を表したもの

である。	 

	 

ロジスティック分布の場合、中央値は、推計された係数を用い で推計することができる.

なお、平均値については、Yes/No の確立をワイブル分布に当てはめた以下の分布関数を用い、

提示額までの金額を数値的に積分して求めた。	 

	 	 	 

	  
	  
	  
	  

ε

y =α − βx + ε  

ε ≥α − βx

ε ≤α − βx

ε

pyes x( ) = 1− F −α − βx( )  

pno x( ) = F −α − βx( )  
ε

z = −α − β

F(z) = 1
1+ e− z

lnL = [dyk
k−1

N

∑ ln(1− F(zk ))+ (1− dyk )lnF(zk )]

α
β

F(x) = 1− exp[−( x
α
)β ] x ≥ 0
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５−８CVM	 分析結果	 

全有効回答を用いた CVM 評価	 

ロジット上モデルにより（全有効回答164をデータとして用いて分析した結果、中央値（ ）

は 403 元(8000 円)、平均値は 162 元(3000 円)であった。	 

推定結果 

    変数 係数 ｔ値 ｐ値   

constant 6.0000 12.540 0.000 *** 

ln(Bid) -1.0000 -9.343 0.000 *** 

n 164       

対数尤度 -275.582       

     推定 WTP 

    （中央値） 403  

   

     （平均値） ∞ 裾切りなし 

    162  最大提示額で裾切り 

 	 

	 

	 

	 

	 

WTP を推計するための分析方法として、二段階二項選択式の場合、ノンパラメトリック及びパ

ラメトリックの２種の方法がある。回答者の	 WTP	 分布をより忠実に再現するために、適用性

について検討が行われているが、パラメトリック法は母集団の平均値や中央値を一つに決める

ことが可能であるが、分布型が不明な場合も多い。ただし、ＷＴＰと属性の関係やシナリオの

内容理解度など調査結果の妥当性の分析では有効である。したがって、ここでは、ノンパラメ

トリック法である turnbull 法を用いた。提示額が	 T1,T2,…Tn の場合各提示額の間に WTP が

入る確率を S1、S2、S3、	 S4、…Sｎ+1 とする。	 	 

α
β
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S1=【WTP が０円以上Ｔ1 円未満である確率】	 	 

S2=【WTP がＴ１円以上Ｔ2	 円未満である確率】	 

Sｎ+1=【WTP が Tｎ円以上である確率】	 

ただし、S1＋S2＋S3＋S4＋…Sｎ+1＝１	 

	 F1＝S1	 、	 F2＝S1＋S2	 、	 Fn＝S1＋S2＋S3＋S4＋…Sn	 	 
	 

提示額 T2 元で no、T1 元で no の人数を N1、提示額 T2 で yes、T3 で yes の人数を Y3、提示額

T2 で no,T1 で yes の人数を B1、提示額 T2 で yes、T3 で no 及び T3 を no,T2 を yes の人数を

B2 すると、尤度関数は以下のようになる。	 	 

	 

	 	 	 	 	 

対数尤度	 LL は	 

	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

であり、これらを微分して	 F（F1～Fn）を求め、支払い許諾率曲線が推定できる。それぞれの

方法において表７に示すように、 小限推定法を用いて算出した。Turnbull 法の特徴は、提

示金額の間に WTP	 が表明されている確率を推定し、また、各提示額に対する許諾率を求める

ときに、これらの情報や提示額前後のそれ以外の情報も利用していることがあげられる。	 

次に属性による支払い意思額関数を推定し検討する。ここでは生存分析を利用し、生存関数Ｓ

を提示額Ｔのときに yes と回答する確率を表し、分布関数を正規分布に従うと仮定する。生存

関数としてワイブル分布（Weibull	 distribution）を用い、二段階二項選択式の場合について

述べる。ワイブル分布に個人属性を導入するために、提示額Ｔの許諾率、生存関数	 S(T)を示

す。γ はワイブル分布のパラメータ、Xiは個人 i の属性、β は個人属性のパラメータ	 ベクト

ルであり,その一要素として定数項 αを含む。	 

	 

	 

	 

この生存関数Ｓをもとに、尤度関数は	 

	 

尤対数尤度関数	 LL	 は、	 	 

	 

ここで,yy は２回とも「はい」と答えた者、nn	 は２回とも「いいえ」を選んだ者、yn	 は 初

が「はい」で二回目が「いいえ」である者、ny	 はその逆の者の集合を指す。また、 は２

回の提示額のうち大きな額を、 は小さな額を示す。	 	 

L = (F1N1 ⋅F2N 2 ⋅F3N 3…FnN
n−2

) ⋅{(1− F3)Y
3

⋅(1− F4)Y
4

…(1− Fn)Y
n

} ⋅

{(F2 − F1)B2 ⋅(F3− F2)B3 ⋅…(Fn − Fn−1)
Bn}

 LL = (N1⋅ lnF1＋N2 ⋅ lnF2 +…)+ {Y 3⋅ ln(1− F3)+Y 4ln(1－F4)+…}+

 {B2 ⋅ ln8F2－F1)+ B3⋅ ln(F3－F2)+…}

S(T ) = wco −exp lnT − ′β xi
γ

⎛
⎝⎜

⎞
⎠⎟

⎡

⎣
⎢

⎤

⎦
⎥

 L =Π{S(Thi ) ⋅(1− S(Tli )) ⋅(S(Tli )− S(Thi ))｝

LL = S(Thi )+ 1− S Tli( )⎡⎣ ⎤⎦
i∈nn
∑ + S Tli( )− S Thi( )⎡⎣ ⎤⎦

i∈yn,ny
∑

i∈yy
∑

Thi

Tli
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推定結果 

     
Lower Upper 生存確率 ｔ値 P 値   

0 25 0.646 12.35 0.0000 *** 

25 50 0.569 10.34 0.0000 *** 

50 100 0.469 8.25 0.0000 *** 

100 150 0.469 8.77 0.0000 *** 

150 200 0.347 7.55 0.0000 *** 

200 +∞ 0.000       

            

n 164         

対数尤度 -198.99         

	 	 	 	 	 	 推定 WTP 

     中央値 

    50 ～ 100 

  平均値 

    下限平均値 95  

   中位平均値 106  

   

 

	 

	 

ノンパラメトリックモデルにより（全有効回答 164 をデータとして用いて分析した結果、中央

値は 81 元、平均値は 477 元であった。一人当たりの年間支払意思額	 中央値:50-80 元(約

1000−1500 円)	 平均値:95-106 元（約 1800−2000 円）	 
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５−９結論と考察	 

１） アンケートによる意識調査により、上海市公園の評価額を左右する要因を調べた結果,

特に子どもがいる家庭や,子どもと遊びのために公園を利用している人ほど高い価値意

識をもっていることがわかった。一人子政策の廃止政策が進む趨勢において,公園緑地の

価値は今まで以上に大きなものになることを示唆している。また収入が高い市民は公園

に対する価値意識も高いことがわかる。しかし、利用頻度は支払意思額に影響を与える

要因ではないことが推測された。アンケート調査によると、上海市の市民は緑地機能に

関して一番重要な機能は大機汚染緩和、利用価値より存在価値のほうか関心をもってい

ることがわかる。	 

２） 推定一人当たりの年間支払意思額	 中央値:50-80 元(約 1000−1500 円)	 平均値:95-106 元

（約 1800−2000 円）、上海市全体の年間支払意思推計額中央値:	 12 億 1300 万元（約 242

億 5000 万円）から 19 億 4080 万元（約 155 億 2640 万円）と推定された。上海市市容管

理局 2015 年の緑地整備支出の予算は 122 億 564 万元、建設コストは公園緑地からもらう

利益と比較すると高いである。東京では公園が近隣住民に与える純便益は,年間支払意思

推計額(2,859 円/年	 ·世帯)(太田)と東京とくらべると、まだ低いことがわかる。	 
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第六章	 終章	 

	 

近年、中国では、経済発展の速度だけではなく都市環境の向上等も重要となっている。公園緑

地整備非常に有効な公共投資といえる。豊かな国土の形成のため、社会資本整備に対する国民

の期待は高い、国民の関心も高まっている。1990 年代中ごろから市政府の主導で史上 大の

緑地事業を開始した上海の１人平均緑地面積は 2014 年末までに 13.38 平方メートルに達し、

市全体の緑化率は 38.0％を超える。	 

したがって、公園緑地整備は客観的な指標によってその効率性が評価される必要がある。既

存研究によると、緑地価値は利用価値と非利用価値が存在するため、CVM とヘドニック両方法

を用いた。CVM は人々に環境質への直接支払意志額を尋ねるから、緑地価値の非利用価値も推

定できる、しかし CVM は完客観的ではないためヘドニック法を用いて客観的なデータを使用す

る、緑地の利用価値が推定した。	 

第四章では 寄公園が多ければ不動産価額が上昇して、人々は都市公園緑地の機能（レクリエ

ーション機能、大気汚染の緩和機能、防災機能、景観保全機能）からより多くの便益を享受す

るといえる。なお第五章で示したアンケートの結果において、人々公園緑地機能の中でも特に、

大気汚染の緩和機能の必要性を感じていることから判断すると、 寄公園数の増加によって

も増加するのは、この機能による便益であろうことが推測される。上海市市民にとって、緑地

公園は利用価値により存在価値の方が重要なことは分わかった。上海市の都心部等を区別して

推定した結果は都心部の結果と上海市全体が概ね同じ傾向であったが、近郊又は遠郊の場合は

公園緑地へのアクセスは負で有意となった、これは公園への距離は遠いほど不動産価格が上昇

することを表す。特に、遠郊の場合は一戸建ての庭の面積が正の有意水準となった。上海市現

在の緑地整備に関する具体的な施策は、主に都心部の緑の保全、緑の量および質の向上、そし

て屋上の緑地を整備すること、また、郊外部は大面積の緑地を整備することとなっている。し

かし、上述の考察に基づくと、公園緑地を増やすは効率的で、住民の便益を増大させやすい政

策提言として導かれるであろう。上海市市民にとって、都市問題の中、環境汚染が一番関心を

もっていることが分かった、公園の利用価値より、存在価値の方が高い。しかし、現在上海市

の都心部で公園整備ができ土地が少なくになった、これから屋上緑地整備を都市政策の中心と

なるべきだ。	 

本研究残されている課題。	 第一に、今度は都心部と郊外部を分類して、緑地属性は不動産

価額に影響することが明らかにした。しがし、都心の区域は商業用地と住宅用地が混ぜでいる、

分類して比較する必要もあると考える。	 第二に、今回の分析で採用した公園緑地に関する変

数は、 寄公園数と 寄公園距離と緑被率の３つのみであるが、公園緑地の便益をより真に捉

えるためには、公園内の設備の充実度を測る変数を導入するなどして、公園の質的側面の計測

も必要であろう。	 
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付録	 

表１	 三つ主要な緑地計画	 

企画 企画範囲 企画期間 	  実施年 

上海市緑地システ

ム計画 
6340km２ 2002-2020 

上海市都市計画管理局、上海

市都市企画設計研究院 
2001 

上海中心公共緑地

計画 
外環以内

700km２ 2002-2020 
上海市都市企画管理局、上海

市都市企画設計研究院 
2002 

上海市森林計画 6340km２ 2003-2020 
上海市都市企画管理局、上海

市農林局、上海市都市企画設

計研究院 
2003 

	 

表２相関計画	 

企画種類 企画名称 	  
 

都市企画類 

都市総体企画（1999-2020） 上海市政府 2001 

上海市都市総体企画（1999-2020）短期行動

計画         
上海市政府 2004 

上海市中心地域区分計画（1999-2020） 上海市政府 2004 

緑地企画類 

上海市海岸防災林システム建設行程企画

（2006-2015） 
上海市林業局 2005 

上海湿地の保護と復元計画 上海市林業局 2005 

水環境企画類 

上海水(環境)機能区域企画 上海市水務局 2004 

上海景観水系企画 
上海市水務計画設計研究院 

2005 
上海市都市計画設計研究院 

上海水環境保護と治理企画”十五”計画 上海市環境保護局 2000 

他の計画 
上海市都市彫刻総体企画（2005-2020） 

上海市都市都市彫刻委員会 
2004 

上海市規劃局 

上海市土地利用総体企画（2004-2020） 上海市房屋土地資源管理局 2005 

専門計画 
上海市「十一五」緑地林業発展企画 

上海市緑化管理局 
2005 

上海市林業局 

上海市”十五”発展計画専門計画の四ー都

市緑地 
上海市緑化管理局 2000 
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表３、中国緑地公園分類 

種類コード	 種類	 内容	 

大分類	 中分類	 小分類	 	 	 	 	 

G1	 

G11	 

	 	 公园绿地	 
向公众开放，以游憩为主要功能，兼具生态美化、防

灾等作用的绿地	 

	 	 総合公園	 
都市住民全般の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総

合的な利用に供することを目的とする公園。	 

G111	 全市性公园	 	 都市住民全般利用できる公園	 

G112	 区域性公园	 
主として一定の区域を超える広域のレクリエ-ショ

ン需要を充足することを目的とする公園	 

G12	 

	 	 社区公园	 
もっぱら街区に居住する者の利用に供することを目

的とする公園	 

G121	 居住区公园	 
主として徒歩圏内に居住する者の利用に供すること

を目的とする公園	 

G122	 小区游园	 
主として近隣に居住する者の利用に供することを目

的とする公園	 

G13	 

	 	 专类公园	 目的に則し配置する，公園。	 	 

G131	 子とも公园	 子供に安全的な施設を提供する公園	 

G132	 動物園	 

生きた動物を飼育・研究し、一般に公開する施設で

あり、法令上は博物館（場合によっては動物愛護管

理法上、「動物取扱業」）の一種とされる。	 

G133	 植物園	 

主として学術研究に供するために、植物学の視点で、

特性ごとに収集された植物、花卉、樹木などを生き

たまま栽培保存し、かつ研究の基準となる押し葉標

本など標本類を蓄積保存する施設である。	 

G134	 歴史公園	 
历史悠久，知名度高，体现传统造园艺术并被审定为

文物保护单位的园林	 

G135	 風致公園	 

文化遺産・史跡の保護維持と歴史継承を目的として

設置される公園。また、公園として設置されたもの

でなく、古墳や古民家などの文化遺産の公開されて

いる敷地	 

G136	 遊園地	 乗り物などの遊具を設けた施設	 

G137	 
其他の専類

公園公园	 
以上の除いたテーマパーク	 

G14	 	 	 帯状公園	 水辺等の帯状緑地	 

G15	 	 	 街路樹	 街路（市街地の道路）に沿って植えられた樹木	 
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図 1 上海市の緑被率と一人当たり緑地面積推移	 
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上海市環境改善公園価値に関する調査	 
	 

【調査の宗旨とお願い】	 
	 

	 

	 

●調査の趣旨	 

	 1999 年《上海市城市 体 划（1999 年－2020 年）》に基づく緑の

基本企画、積極的緑の保全を推進。この調査は、上海の緑地に対し、

あらかじめ環境の実態を把握するために表明選好法を用いた経済価

値評価のための調査を実施します。	 

	 

●こんな皆様に調査をお願いしています	 

対象は上海市に住んでいる市民の方に、ご答えいただければ幸甚です。	 

	 

●調査結果の扱い	 

本調査研究のためだけにつかいます。はご記載頂く個人情報は、外部に漏れる

ことの無いように細心の注意を図って取り扱わせて頂いております。ご協力を、

よろしくお願いします。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

調査者	 首都大学東京	 社会科学研究科	 馮	 双騁	 	 

	 	 	 	 E-mail:	 441495057@qq.com	 

	 	 	 	 電話：13611723129	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 指導者	 朝日研究室	 	 准教授	 朝日ちさと	 

	 	 	 	 	 	 	 E-mail:	 asahi@tmu.ac.jp	 	 	 	 
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	 上海では都市建設はここ数年す

さまじい発展を遂げている、一方

で、公共緑地は増えつづけている、

2008年公共緑地面積14777hm２緑

被率38％に達する。現在、市街地

では、一人当たりの緑地面積は

12.51	 m２、公共緑地面積が過去の

「新聞紙ほど」から「1室ほど」ま

でに増えている。	 

	 しかし、上海は各区人口密度や

土地利用に加え歴史の違いがある、

そのため各区の緑地公園の数と面

積の差異が大きい。これは、都市

中心部と郊外の緑地が少なく、内

環線と外環線の緑地が多い。	 

	 

2008 年上海各公園緑地分布状況	 

Park	 area	 and	 population	 density	 in	 Shanghai	 districts	 in	 2008	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 	 	 

	 公園が提供するものはゆたかな「緑」、広々とした「広場」、うるおいのある

景観である。さらに、公園を構成する植物は大気を浄化する役目を果たし、広

場は市民活動場所として機能します。また公園は、すぐれた自然の景観を保護

する役割も果たしている。公共事業の推進に当たっては、情報公開に努めると

ともに、国民の皆様から公共事業に対する理解を深め、支援を得ていくことが

不可欠である。	 
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	 今後上海市の公園緑地の建設を進めるために、環境基金を創設するとします。

環境基金にお金を払うと仮定します。るまり、公園の建設を行っていくに必要

な費用の一部を住民の方々から毎年『基金』として集めることになったとしま

す。	 もしこの『基金』がない場合は、公園の建設ができなくなります。この

基金は公園の建設のためだけに利用され、他の用途には利用されません、あな

たの世帯で毎年	 100 元の基金の支払いに応じていただけますか。	 ただし、あ

なたの家計にこの金額だけの負担がかかることを忘れないでください。	 	 

１．	 はい	 ２．	 いいえ	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

問１	 	 あなたの性別に○をつけてください。	 	 

1. 男性	 2.	 	 女性	 	 

	 

問２	 	 あなたの年齢に○をつけてください。	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 1.	 20	 歳代	 	 2.	 30	 歳代	 	 3.	 40	 歳代	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 4.	 50	 歳代	 	 5.	 60	 歳代	 	 6.	 70	 歳以上	 

	 

問３	 あなたの職業に○をつけてください。	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 1.農業	 2.	 林業	 3.	 漁業	 4.	 製造業	 5.	 運輸・通信業	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 6.	 卸売・小売業	 7.	 金融・不動産業	 8.	 建設業	 9.	 観光業	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 10.	 サービス業	 11.	 公務員	 12.	 主婦	 13.	 無職	 14.	 学生	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 15.	 その他（	 ）	 	 

	 

それでは、毎年 150 元なら

支払いに応じていただけま

すか。	   	  
１．	  はい	  ２．	  いいえ	  
	  

それでは、毎年 50 元な

ら支払いに応じていた

だけますか。	   	  
１．	  はい	  ２．	  いいえ	  
	  

それでは、毎年 200 元なら

支払いに応じていただけま

すか。	   	  
１．	  はい	  ２．	  いいえ	  
	  
	  

それでは、毎年 25元なら支

払いに応じていただけます

か。	   	  
１．	  はい	  ２．	  いいえ	  
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問４現在、お住まいの区はどこですか。	 

	 	 （	 	 	 	 	 	 ）	 

	 

問５	 現在の住所に何年間住んでいますか。	 	 

	 	 （	 	 	 	 	 	 ）年間	 	 

	 

問６	 あなたのお住まいの住居の形態を以下のうちから選択してください。（マ

ンションの場合は階数もご記入ください。	 

	 	 	 	 	 	 1.	 一戸建て	 2	 マンション・アパート（	 	 	 階）	 

	 	 

問７	 あなたの世帯の年収はおおよそどのくらいですか。当てはまる番号１つ

に○をつけてください。	 	 

1.	 3 万元以下	 	 2.	 3 万元～4万元	 3.	 4 万元～5万元	 

4.	 5 万元～6万元	 5.	 6 万元～8万元	 6.	 8 万元～10 万元	 

7.	 10 万元～14 万元	 8.	 14 万元～18 万元	 9.	 18～25 万元	 

10.	 25 万元以上	 

	 

問８	 あなたの世帯構成はなんですか。ご記入ください。	 

（	 	 	 	 	 	 	 ）	 

	 

問９	 あなたはよく公園へいきますか。	 

	 	 	 	 1.毎日	 	 	 2.一週間一回	 	 3.二週間一回	 ４.一ヶ月一回	 

	 	 	 	 5.行かない	 

	 

問 10	 問９１−４を回答した人にを聞きします。公園に行った時、主に何をし

ますか。	 

（	 	 	 	 	 	 	 ）	 

	 

問 11	 このアンケート全体について、または公園緑地について、コメントが

ありましたら書いて下さい。	 
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